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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期
第３四半期
連結累計期間

第73期
第３四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 46,933 47,923 73,715

経常利益 (百万円) 4,005 2,562 5,957

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,829 1,305 2,655

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,561 1,380 2,927

純資産額 (百万円) 49,809 51,775 51,174

総資産額 (百万円) 72,755 69,898 73,588

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 46.18 33.70 67.41

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) - - -

自己資本比率 (％) 67.9 73.6 68.9

　

回次
第72期
第３四半期
連結会計期間

第73期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 15.88 18.44

　
(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景として穏やかな

回復基調を示したものの、欧州地域の金融危機や新興国の景気減速、長期化する円高の企業業績への影響

等が重なり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　一方、昨年末の新政権発足前後より円安・株高基調となり景気の先行きに対するやや明るい期待も生ま

れつつあります。

　このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、当社グループは、火力発電所関係の設備の増強工事や

定期点検工事等に力を入れ、収益の強化に総力を挙げて取り組み事業活動を推進してまいりました。

　その結果、業績については、受注高48,656百万円（前年同期比24.6％減）、売上高47,923百万円（前年同

期比2.1％増）、うち海外工事は3,033百万円となりました。売上高増加の要因といたしましては、昨年か

らの繰越工事が完了したことによるものであります。また、利益面については採算管理による収益力の向

上に努めましたが、原子力関連工事の減少が大きく響き、営業利益2,298百万円（前年同期比37.6％減）、

経常利益2,562百万円（前年同期比36.0％減）、四半期純利益1,305百万円（前年同期比28.7％減）とな

りました。

　

　なお、セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　
（建設工事部門）

受注高は原子力の発電設備工事と環境設備工事および製鉄関連工事が減少したことにより、前年同期

に比べて部門全体として減少し、19,363百万円（前年同期比15.7％減、構成比39.8％）となりました。売

上高については、事業用の発電設備工事の増加もあり、17,911百万円（前年同期比19.3％増、構成比

37.4％）となり、営業利益は1,613百万円（前年同期比13.6％増）となりました。

　
（補修工事部門）

受注高は発電設備工事全体が減少したことにより、前年同期に比べて部門全体としても減少し、29,292

百万円（前年同期比29.5％減、構成比60.2％）となりました。売上高については、発電設備工事および環

境設備工事が減少し、前年同期に比べて部門全体としても減少したことにより、30,011百万円（前年同期

比6.0％減、構成比62.6％）となり、営業利益は2,403百万円（前年同期比42.5％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

流動資産は、短期貸付金が4,766百万円増加したものの、受取手形・完成工事未収入金が8,347百万円減

少したことおよび現金預金が3,994百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて3,957百

万円減少し50,523百万円となりました。

固定資産は、建物・構築物(純額)が425百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて267

百万円増加し19,374百万円となりました。

　
(ロ) 負債

流動負債は、未成工事受入金が558百万円増加したものの、支払手形・工事未払金が2,629百万円減少し

たことなどにより、前連結会計年度末に比べて4,285百万円減少し15,833百万円となりました。

固定負債は、リース債務が42百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて５百万円減少

し2,289百万円となりました。

　
(ハ) 純資産

純資産は、自己株式が1,138百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて600百万円増加

し51,775百万円となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は124百万円であります。なお、研究開発活動の状況に

重要な変更はありません。

　
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの主力事業とする電力業界においては、原子力発電所の再稼働については今だ不透明で

ありますが、生産活動や生活基盤を支える上で、各方面から電力の安定供給が一層求められております。

　当社グループにおきましては、国内のエネルギー政策を見据え、新規件名の受注獲得に向け積極的な営

業活動を展開し、徹底した採算管理によって、事業環境の変化に対応し、業績向上と利益確保を図ってま

いります。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づく経営戦略を立案し、最善の経

営努力をしております。

　当社グループにおきましては、国内のエネルギー政策を見据え、新規件名の受注獲得に向け積極的な営

業活動を展開し、徹底した採算管理によって、事業環境の変化に対応し、業績向上と利益確保を図ってま

いります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,959,000

計 138,959,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,683,96040,683,960
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、1,000株であり
ます。

計 40,683,96040,683,960― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ― 40,683,960 ― 4,000 ― 4,645
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 

1,949,000
(相互保有株式)
普通株式

20,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,336,000
38,336 ―

単元未満株式
普通株式　

378,960
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 40,683,960― ―

総株主の議決権 ― 38,336 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式806株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
太平電業株式会社

東京都千代田区神田
神保町２―４

1,949,000― 1,949,0004.79

(相互保有株式)
東京動力株式会社

神奈川県横浜市鶴見区
佃野町11―８

20,000 ― 20,000 0.05

計 ― 1,969,000― 1,969,0004.84

　

２ 【役員の状況】

　

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 17,848 13,854

受取手形・完成工事未収入金 ※1
 26,489

※1
 18,142

有価証券 1,010 1,010

未成工事支出金 7,398 11,472

材料貯蔵品 2 1

短期貸付金 3 ※3
 4,769

繰延税金資産 610 292

その他 1,123 982

貸倒引当金 △5 △1

流動資産合計 54,481 50,523

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 14,434 15,122

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,173 △9,437

建物・構築物（純額） 5,260 5,685

機械・運搬具 10,079 10,153

減価償却累計額 △9,047 △9,229

機械・運搬具（純額） 1,031 924

工具器具・備品 1,568 1,670

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,436 △1,492

工具器具・備品（純額） 131 177

土地 4,226 4,362

リース資産 294 332

減価償却累計額 △121 △166

リース資産（純額） 172 165

建設仮勘定 377 172

有形固定資産合計 11,199 11,488

無形固定資産 277 230

投資その他の資産

投資有価証券 4,380 4,423

長期貸付金 82 80

賃貸不動産 1,075 1,075

減価償却累計額 △615 △631

賃貸不動産（純額） 459 444

繰延税金資産 580 558

その他 2,257 2,282

貸倒引当金 △131 △133

投資その他の資産合計 7,629 7,655

固定資産合計 19,106 19,374

資産合計 73,588 69,898
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※1
 12,541

※1
 9,912

短期借入金 124 127

リース債務 117 113

未払法人税等 1,914 68

未成工事受入金 2,893 3,452

賞与引当金 843 206

役員賞与引当金 105 81

完成工事補償引当金 18 23

工事損失引当金 289 437

その他 1,269 1,409

流動負債合計 20,118 15,833

固定負債

リース債務 217 174

繰延税金負債 0 1

退職給付引当金 1,973 2,007

その他 103 105

固定負債合計 2,294 2,289

負債合計 22,413 18,122

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,645 4,645

利益剰余金 43,682 43,074

自己株式 △2,251 △1,112

株主資本合計 50,078 50,607

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 710 924

為替換算調整勘定 △49 △59

その他の包括利益累計額合計 660 864

少数株主持分 435 302

純資産合計 51,174 51,775

負債純資産合計 73,588 69,898
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 46,933 47,923

売上原価 39,109 41,528

売上総利益 7,824 6,395

販売費及び一般管理費 4,141 4,096

営業利益 3,682 2,298

営業外収益

受取利息 19 21

受取配当金 91 84

固定資産賃貸料 83 71

保険配当金 3 2

受取保険金 28 48

為替差益 － 94

受取補償金 239 －

その他 80 70

営業外収益合計 546 393

営業外費用

支払利息 1 1

固定資産賃貸費用 79 86

為替差損 111 －

その他 31 41

営業外費用合計 224 129

経常利益 4,005 2,562

特別利益

固定資産売却益 31 －

投資有価証券売却益 28 －

ゴルフ会員権償還益 － 1

その他 1 －

特別利益合計 62 1

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 3 －

投資有価証券評価損 291 234

ゴルフ会員権評価損 8 0

その他 4 －

特別損失合計 308 235

税金等調整前四半期純利益 3,759 2,329

法人税、住民税及び事業税 1,378 467

過年度法人税等 － 381

法人税等調整額 517 304

法人税等合計 1,896 1,153

少数株主損益調整前四半期純利益 1,863 1,175

少数株主利益又は少数株主損失（△） 33 △129
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

四半期純利益 1,829 1,305

少数株主利益又は少数株主損失（△） 33 △129

少数株主損益調整前四半期純利益 1,863 1,175

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △289 214

為替換算調整勘定 △13 △10

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0

その他の包括利益合計 △301 204

四半期包括利益 1,561 1,380

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,527 1,509

少数株主に係る四半期包括利益 33 △129
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【会計方針の変更等】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、この変更による損

益への影響は軽微であります。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決済処理しております。　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期　　　間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

 受取手形 654百万円 113百万円

 支払手形 ５　〃 ２　〃

　

　
２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。　

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

 貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

 借入実行残高 ―　〃 ─　〃

 差引額 10,000　〃 10,000　〃
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※３　担保受入金融資産　

前連結会計年度　(平成24年３月31日)　

       該当事項はありません。

 

当第３四半期連結会計期間　(平成24年12月31日)　

短期貸付金には、4,769百万円の現先取引が含まれております。これにより現先有価証券の売手から担

保として受入れた有価証券の内容及び期末時価は、次のとおりであります。　

内容 債券

時価 4,769百万円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 910百万円 減価償却費 831百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年４月22日
取締役会

普通株式 437利益剰余金 11平成23年３月31日 平成23年６月30日

　
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結　　　会

計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年４月20日
取締役会

普通株式 774利益剰余金 20平成24年３月31日 平成24年６月29日

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結　　　会

計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

３　株主資本の金額の著しい変動

  当社は平成24年４月20日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式2,000,000株

の消却を決議し、平成24年５月15日付で実施いたしました。これにより、資本剰余金が０百万円、利益剰余金

が1,138百万円、自己株式が1,138百万円それぞれ減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 15,015 31,918 46,933

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

- - -

計 15,015 31,918 46,933

セグメント利益 1,420 4,181 5,601

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 5,601

全社費用(注) △1,918

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 3,682

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
建設工事部門 補修工事部門

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 17,911 30,011 47,923

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

- - -

計 17,911 30,011 47,923

セグメント利益 1,613 2,403 4,017

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 4,017

全社費用(注) △1,719

四半期連結損益及び包括利益計算書計算書の営業利益 2,298

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 46.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 33.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,829 1,305

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,829 1,305

普通株式の期中平均株式数(千株) 39,612 38,728

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月６日

太平電業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　村　　　　茂　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　八　代　　輝　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　川　　克　明　　印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平
電業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年
12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益
計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四
半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平電業株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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